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大韓民国，ソウル，マポ－グ，ソギョ－ドン ３６２－６，デチュン ビルディ
ング，６エフ
請求人 ビズモードライン カンパニー リミテッド

東京都港区北青山１－４－６ ２４６青山３階 山田国際特許事務所
代理人弁理士 山田 くみ子

　特願２０１２－５５８０６０「モバイル決済」拒絶査定不服審判事件〔平
成２３年　９月２９日国際公開、ＷＯ２０１１／１１８８９９、平成２５年
　６月１３日国内公表、特表２０１３－５２２７５５〕について、次のとお
り審決する。

結　論
　本件審判の請求は、成り立たない。

理　由
第１．手続の経緯
　本願は、平成２２年１１月２９日を国際出願日（優先権主張日：２０１０
年３月２５日、米国）とする出願であって、平成２６年１月６日付けで拒絶
理由通知がなされ、平成２６年３月２８日付けで意見書の提出とともに手続
補正がなされたが、平成２６年８月７日付けで拒絶査定がなされ、これに対
して平成２６年１２月９日付けで拒絶査定不服審判請求がなされるとともに
同日付けで手続補正がなされたものである。

第２．平成２６年１２月９日付の手続補正についての補正却下の決定
［補正却下の決定の結論］
　平成２６年１２月９日付の手続補正を却下する。

［理由］
１．本願発明と補正後の発明
　平成２６年１２月９日付け手続補正書による補正（以下、「本件補正」と
いう。）は、平成２６年３月２８日付け手続補正書により補正された特許請
求の範囲を、
「【請求項１】
コンピューティングデバイスにおいて決済取引を処理するための方法であっ
て、
購入者端末の識別番号を有する購入者情報と、支払者端末の識別番号を有す
る支払者情報とを関連付けることと、
前記購入者情報を含む決済要求を前記コンピューティングデバイスで購入者
から受信することと、
前記支払者情報は支払者の決済口座情報又はクレジットカード情報を有する
決済情報に含まれており、前記購入者情報に関連付けされた決済情報が前記
コンピューティングデバイスに存在するかどうかを判定することと、
前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記コンピューティングデ
バイスに存在すると判定された後、支払者の決済口座又はクレジットカード
を用いた決済要求に対応する決済取引を承認することを要求するメッセージ
を、支払者端末へ送信することと、
前記決済要求に対応する決済取引を承認するためのパスワードを含む許可応
答を前記支払者端末から受信することと、
前記支払者端末から許可応答を受信すると、前記決済要求が決済条件を満た
すかどうかを判定することと、



前記決済要求が前記決済条件を満たすときに、前記決済情報を用いて前記決
済取引を実行することで前記コンピューティングデバイスで前記決済取引を
処理することとを含む、方法。
　　【請求項２】
前記決済取引を処理することは、前記購入者情報に関連付けされた前記決済
情報が前記コンピューティングデバイスに存在しないと判定される場合に、
前記決済要求を拒否することをさらに含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項３】
前記決済要求に対応する前記決済取引を承認することを要求するメッセージ
は、購入者端末を特定する情報と前記決済要求で前記購入者端末が要求した
決済の額を含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項４】
前記決済取引を処理することは、前記決済要求が前記決済条件を満たさない
ときに前記決済要求を拒否することをさらに含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項５】
前記決済条件が、１回の決済可能額、ひと月の決済可能額、および決済期間
のうちの少なくとも１つを含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項６】
前記決済要求が、前記コンピューティングデバイスで前記購入者から無線で
受信される請求項１に記載の方法。
　　【請求項７】
購入者情報を含む決済要求を購入者端末から受信するように構成された受信
機と、
前記購入者端末の識別番号を有する購入者情報に関連付けされ、支払者端末
の識別番号を有する支払者情報と、支払者の決済口座情報又はクレジット
カード情報とを有する決済情報を受信および／または記憶するように構成さ
れたデータベースと、前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記
データベースに存在するかどうかを判定するように構成されたプロセッサ
と、
前記プロセッサが前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記デー
タベースに存在すると判定した後、支払者の決済口座又はクレジットカード
を用いた決済要求に対応する決済取引を承認することを要求するメッセージ
を前記支払者端末へ送信し、前記決済要求に対応する決済取引を承認するた
めのパスワードを含む許可応答を前記支払者端末から受信すると前記決済要
求に許可を与えるように構成されたオーソライザとを含み、
前記プロセッサは、前記オーソライザが前記支払者端末から許可応答を受信
すると、前記決済要求が決済条件を満たすかどうかを判定し、前記決済要求
が前記決済条件を満たすときに、前記決済情報を用いて前記決済取引を処理
するように構成される、システム。
　　【請求項８】
前記プロセッサが、前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記
データベースに存在しないと判定される場合に、前記決済要求を拒否するよ
うにさらに構成される請求項７に記載のシステム。
　　【請求項９】
前記オーソライザが送信する決済取引を承認することを要求するメッセージ
は、購入者端末を特定する情報と前記決済要求で前記購入者端末が要求した
決済の額とを含む請求項７に記載のシステム。
　　【請求項１０】
前記プロセッサが、前記決済要求が前記決済条件を満たさないときに前記決
済要求を拒否するように構成される請求項７に記載のシステム。
　　【請求項１１】
前記決済条件が、１回の決済可能額、ひと月の決済可能額、および決済期間
のうちの少なくとも１つを含む請求項７に記載のシステム。」
から、

「【請求項１】
コンピューティングデバイスにおいて決済取引を処理するための方法であっ
て、
購入者端末の識別番号を有する購入者情報と、支払者端末の識別番号を有す
る支払者情報とを関連付けることと、



前記購入者情報を含む決済要求を前記コンピューティングデバイスで購入者
から受信することと、
前記支払者情報は支払者の決済口座情報又はクレジットカード情報を有する
決済情報に含まれており、前記購入者情報に関連付けされた決済情報が前記
コンピューティングデバイスに存在するかどうかを判定することと、
前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記コンピューティングデ
バイスに存在すると判定された後、支払者の決済口座又はクレジットカード
を用いた決済要求に対応する決済取引を承認することを要求するテキスト
メッセージまたはＳＭＳメッセージを、支払者端末へ送信することと、
前記決済要求に対応する決済取引を承認するためのパスワードを含むテキス
トメッセージまたはＳＭＳメッセージである許可応答を前記支払者端末から
受信することと、
前記支払者端末から許可応答を受信すると、前記決済要求が決済条件を満た
すかどうかを判定することと、
前記決済要求が前記決済条件を満たすときに、前記決済情報を用いて前記決
済取引を実行することで前記コンピューティングデバイスで前記決済取引を
処理することとを含む、方法。
　　【請求項２】
前記決済取引を処理することは、前記購入者情報に関連付けされた前記決済
情報が前記コンピューティングデバイスに存在しないと判定される場合に、
前記決済要求を拒否することをさらに含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項３】
前記決済要求に対応する前記決済取引を承認することを要求するメッセージ
は、購入者端末を特定する情報と前記決済要求で前記購入者端末が要求した
決済の額を含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項４】
前記決済取引を処理することは、前記決済要求が前記決済条件を満たさない
ときに前記決済要求を拒否することをさらに含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項５】
前記決済条件が、１回の決済可能額、ひと月の決済可能額、および決済期間
のうちの少なくとも１つを含む請求項１に記載の方法。
　　【請求項６】
前記決済要求が、前記コンピューティングデバイスで前記購入者から無線で
受信される請求項１に記載の方法。
　　【請求項７】
購入者情報を含む決済要求を購入者端末から受信するように構成された受信
機と、
前記購入者端末の識別番号を有する購入者情報に関連付けされ、支払者端末
の識別番号を有する支払者情報と、支払者の決済口座情報又はクレジット
カード情報とを有する決済情報を受信および／または記憶するように構成さ
れたデータベースと、
前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記データベースに存在す
るかどうかを判定するように構成されたプロセッサと、
前記プロセッサが前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記デー
タベースに存在すると判定した後、支払者の決済口座又はクレジットカード
を用いた決済要求に対応する決済取引を承認することを要求するテキスト
メッセージまたはＳＭＳメッセージを前記支払者端末へ送信し、前記決済要
求に対応する決済取引を承認するためのパスワードを含むテキストメッセー
ジまたはＳＭＳメッセージである許可応答を前記支払者端末から受信すると
前記決済要求に許可を与えるように構成されたオーソライザとを含み、
前記プロセッサは、前記オーソライザが前記支払者端末から許可応答を受信
すると、前記決済要求が決済条件を満たすかどうかを判定し、前記決済要求
が前記決済条件を満たすときに、前記決済情報を用いて前記決済取引を処理
するように構成される、システム。
　　【請求項８】
前記プロセッサが、前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記
データベースに存在しないと判定される場合に、前記決済要求を拒否するよ
うにさらに構成される請求項７に記載のシステム。
　　【請求項９】
前記オーソライザが送信する決済取引を承認することを要求するメッセージ



は、購入者端末を特定する情報と前記決済要求で前記購入者端末が要求した
決済の額とを含む請求項７に記載のシステム。
　　【請求項１０】
前記プロセッサが、前記決済要求が前記決済条件を満たさないときに前記決
済要求を拒否するように構成される請求項７に記載のシステム。
　　【請求項１１】
前記決済条件が、１回の決済可能額、ひと月の決済可能額、および決済期間
のうちの少なくとも１つを含む請求項７に記載のシステム。」と補正するも
のである。なお、下線は補正箇所を示すものとして請求人が付与したもので
ある。

２．補正の目的について
　本件補正後の請求項１及び請求項７において、「決済取引を承認すること
を要求するテキストメッセージまたはＳＭＳメッセージ」とする補正は、補
正前の「決済取引を承認することを要求するメッセージ」が「テキストメッ
セージまたはＳＭＳメッセージ」であることの限定を加えるものである。
　また、本件補正後の請求項１及び請求項７において、「決済取引を承認す
るためのパスワードを含むテキストメッセージまたはＳＭＳメッセージであ
る許可応答」とする補正は、補正前の「決済取引を承認するためのパスワー
ドを含む許可応答」が「テキストメッセージまたはＳＭＳメッセージ」であ
ることの限定を加えるものである。

　よって、上記請求項１及び請求項７についての補正は、いずれも特許法第
１７条の２第５項第２号に掲げる特許請求の範囲の減縮を目的とするものに
該当する。

３．独立特許要件について
　本件補正は特許請求の範囲の減縮を目的とするものであるから、本件補正
後の請求項１に係る発明（以下、「本件補正発明」という。）が特許法第
１７条の２第６項において準用する同法第１２６条第７項の規定に適合する
か（特許出願の際独立して特許を受けることができるものであるか）につい
て以下に検討する。

（１）引用例

（１－１）原査定の拒絶の理由に引用された特開２００６－２９３５００号
公報（以下、「引用例１」という。）には、図面とともに、次の事項が記載
されている。なお、下線は当審において付与したものである。

（ａ）「【特許請求の範囲】
【請求項１】
　決済手段の所有者からの要求に基づいて当該決済手段の利用を許可する第
三者のモバイル端末の識別子を登録する登録部と、
　モバイル端末からの決済手段の利用認証要求に基づき、登録されている上
記第三者のモバイル端末であることを確認し、確認できた場合に利用認証を
行う情報処理部とを備えたことを特徴とする決済サービスサーバ。
【請求項２】
　上記登録部はモバイル端末の識別子とともに上限金額を登録し、
　上記情報処理部は利用金額が上記上限金額以内であることを確認すること
を特徴とする請求項１に記載の決済サービスサーバ。 」

（ｂ）「【００２７】
　図２はデータベース５１に格納される決済手段データの例を示す図であ
り、「登録Ｎｏ．」、「登録日時」、「決済手段Ｎｏ．」（クレジット番号
等）、「決済手段所有ユーザ」（電話番号等のモバイル端末の識別子）、
「メールアドレス」を含んでいる。
【００２８】
　図３はデータベース５１に格納される許可ユーザデータの例を示す図であ
り、「許可Ｎｏ．」、「登録日時」、「決済手段所有ユーザ」、「許可ユー



ザ」、「利用金額」（上限金額）、「オーソリ状態」（決済認証サーバによ
る認証確認状態）を含んでいる。」

（ｃ）「【００３３】
　図７において、決済サービスサーバ５には予め決済手段１を所有するユー
ザ２Ａの決済手段１についての情報が決済手段データとして登録されている
ものとすると、決済手段１を所有するユーザ２Ａは自己のモバイル端末３Ａ
から決済サービスサーバ５にアクセスし、ユーザ２Ｂの所有しているモバイ
ル端末３Ｂに決済手段１の利用を許可するよう要求する（ステップ
Ｓ１０１）。この利用許可と併せて上限金額の設定を要求することもでき
る。この際、決済サービスサーバ５では認証部５２によってモバイル端末
３Ａが正当なものであるか否かを認証し、正当である場合には登録部５３に
よりデータベース５１にユーザ２Ｂおよびモバイル端末３Ｂを許可ユーザ
データとして登録する。
【００３４】
　その後、ユーザ２Ｂは自己のモバイル端末３Ｂよりショップサーバ６にア
クセスし、購入希望の商品を選択した上で、ユーザ２Ａ名義の決済手段１を
用いての決済を選択する（ステップＳ１０２）。
【００３５】
　この際、ユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂから決済サービスサーバ５に対し
て決済手段１の利用認証の要求を行う（ステップＳ１０３）。決済サービス
サーバ５はアクセスしてきた端末が登録されているモバイル端末３Ｂである
か認証した後、ユーザ２Ｂの利用履歴および利用限度額を呼び出す。
【００３６】
　次いで、決済サービスサーバ５はショップサーバ６に対してユーザ２Ｂの
選択した商品に関する注文データを要求し、これを取得する（ステップ
Ｓ１０４）。
【００３７】
　決済サービスサーバ５は、利用履歴および上限金額と選択された商品の金
額を照会し、モバイル端末３Ｂに対して注文確認し（ステップＳ１０５）、
ユーザ２Ｂはこれを確認した上で注文を要求する（ステップＳ１０６）。こ
れに応じて決済サービスサーバ５はショップサーバ６に対し注文予約を行い
（ステップＳ１０７）、決済サービスサーバ５はモバイル端末３Ｂに対して
注文予約完了通知を行う（ステップＳ１０８）。
【００３８】
　その後、決済サービスサーバ５は決済手段１の所有者であるユーザ２Ａの
モバイル端末３Ａに対して決済要求を通知する（ステップＳ１０９）。モバ
イル端末３Ａでは、この通知を確認した上で問題がなければ注文内容および
決済方法を確認する（ステップＳ１１０）。
【００３９】
　決済サービスサーバ５は、決済認証サーバ７に対しユーザ２Ａの所有する
決済手段１のオーソリを要求し（ステップＳ１１１）、決済認証サーバ７か
らオーソリの応答を受けると（ステップＳ１１２）、モバイル端末３Ａに対
して決済結果を通知する（ステップＳ１１３）。また、決済サービスサーバ
５はショップサーバ６に対して決済結果を通知し（ステップＳ１１４）、モ
バイル端末３Ｂに対して注文予約した商品の決済結果を通知する（ステップ
Ｓ１１５）。そして、ショップサーバ６はモバイル端末３Ｂに対し、注文し
た商品情報およびステータスを通知する（ステップＳ１１６）。
【００４０】
　このように、本発明の第１の実施形態では、クレジットカード等の決済手
段を持たないユーザ２Ｂとクレジットカード等の決済手段１を保有し購入決
済が可能なユーザ２Ａにおいて、ユーザ２Ａはユーザ２Ｂの購入した商品の
決済（支払い）を行う形態をとる。また、ユーザ２Ａはユーザ２Ｂの利用可
能額を設定することが可能であり、ユーザ２Ｂはユーザ２Ａに許可された金
額の商品をインターネット上のショップサーバ６から購入できるが、この
時、商品購入の最終決済（確認）はユーザ２Ａが行う。例えば、クレジット
カードを持たない子（未成年者）に対し、クレジットカードを保有する親が
「今月は３千円まで購入して良い」という権利を子に付与しておく。子は、
インターネット上の商品サイトから３千円まで購入することが可能である
が、購入決済の最終確認は親が実施する形となる。３千円までの商品購入に



向けて、商品選択や送付先の入力などは子が実施し、購入決済を親が実施す
ることが可能となる。」

（ｄ）【図２】には、決済手段データに、決済手段Ｎｏ．、及び、決済手段
所有ユーザの番号、メールアドレスが対応付けられて格納されることが、図
示されている。

（ｅ）【図３】には、許可ユーザデータに、「０９０－５６８９－１２３４
」等の決済手段所有ユーザの番号、「０９０－４５６７－１２３４」等の許
可ユーザの番号、及び、利用金額が対応付けられて格納されることが、図示
されている。

（ｆ）【図７】には、Ｓ１０９において、決済サービスサーバ５からモバイ
ル端末３Ａへ決済要求を通知し、Ｓ１１０において、モバイル端末３Ａから
決済サービスサーバ５へ注文確認を通知する工程を含んだシーケンス図が、
図示されている。

（１－２）以上の記載によれば、引用例１には次のことが記載されている。

（ア）上記（ｃ）の段落【００３３】には、決済手段１を所有するユーザ
２Ａは自己のモバイル端末３Ａから決済サービスサーバ５にアクセスし、
ユーザ２Ｂの所有しているモバイル端末３Ｂに決済手段１の利用を許可する
よう要求し、登録部５３によりデータベース５１にユーザ２Ｂおよびモバイ
ル端末３Ｂを許可ユーザデータとして登録することが記載されている。
　また、上記（ｂ）の段落【００２８】及び上記（ｅ）には、データベース
５１に格納される許可ユーザデータに、決済手段ユーザの番号と許可ユーザ
の番号が対応付けられて格納されることが記載されており、決済手段ユーザ
の番号の一例である「０９０－５６８９－１２３４」及び許可ユーザの番号
「０９０－４５６７－１２３４」が、電話番号を表すことは明らかである。
　よって、ここには、決済サービスサーバ５は、決済手段を所有するユーザ
２Ａからの要求に基づいて、登録部５３によりデータベース５１に、ユーザ
２Ａのモバイル端末３Ａの電話番号およびユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂの
電話番号を許可ユーザデータとして登録することが記載されているといえ
る。

（イ）上記（ｂ）の段落【００２７】及び上記（ｄ）には、データベース
５１に、クレジット番号等の決済手段Ｎｏ．、決済手段所有ユーザの電話番
号、上限金額、メールアドレスが対応付けられた決済手段データが格納され
ることが記載されている。

（ウ）上記（ｃ）の段落【００３５】，【００３７】には、ユーザ２Ｂのモ
バイル端末３Ｂから決済サービスサーバ５に対して決済手段１の利用認証の
要求を行い、決済サービスサーバ５はアクセスしてきた端末が登録されてい
るモバイル端末３Ｂであるか認証した後、ユーザ２Ｂの利用履歴および利用
限度額を呼び出し、
　決済サービスサーバ５は、利用履歴および上限金額と選択された商品の金
額を照会し、モバイル端末３Ｂに対して注文確認し、ユーザ２Ｂはこれを確
認した上で注文を要求することが記載されている。

（エ）上記（ｃ）の段落【００３８】－【００３９】には、その後、決済
サービスサーバ５は決済手段１の所有者であるユーザ２Ａのモバイル端末
３Ａに対して決済要求を通知し（ステップＳ１０９）、モバイル端末３Ａで
は、この通知を確認した上で問題がなければ注文内容および決済方法を確認
し（ステップＳ１１０）、決済サービスサーバ５は、決済認証サーバ７に対
しユーザ２Ａの所有する決済手段１のオーソリを要求し（ステップ
Ｓ１１１）、決済認証サーバ７からオーソリの応答を受けると（ステップ
Ｓ１１２）、モバイル端末３Ａに対して決済結果を通知する（ステップ
Ｓ１１３）ことが記載されている。
　また、上記（ｆ）には、ステップＳ１１０において、モバイル端末３Ａか
ら決済サービスサーバ５へ注文確認を通知することが図示されていることか



ら、ステップＳ１１０では、注文内容および決済方法に問題がないことを示
す注文確認を、決済サービスサーバ５へ通知するものといえる。
　よって、ここには、その後、決済サービスサーバ５は決済手段１の所有者
であるユーザ２Ａのモバイル端末３Ａに対して決済要求を通知し、モバイル
端末３Ａでは、この通知を確認した上で問題がなければ、注文内容および決
済方法に問題がないことを示す注文確認を決済サービスサーバ５へ通知し、
決済サービスサーバ５は、決済認証サーバ７に対しユーザ２Ａの所有する決
済手段１のオーソリを要求し、決済認証サーバ７からオーソリの応答を受け
ると、モバイル端末３Ａに対して決済結果を通知することが記載されている
といえる。

（オ）上記（ａ）の【請求項２】には、決済サービスサーバは、上限金額を
設定し、利用金額が上限金額以内であることを確認することが記載されてい
る。
　また、上記（ｃ）の段落【００４０】には、ユーザ２Ａはユーザ２Ｂの利
用可能額を設定することが可能であり、ユーザ２Ｂはユーザ２Ａに許可され
た金額の商品を購入できるが、商品購入の最終確認はユーザ２Ａが行うこと
が記載されている。
　よって、ここには、ユーザ２Ａはユーザ２Ｂの上限金額を設定することが
可能であり、決済サービスサーバは、ユーザ２Ｂの利用金額が上限金額以内
であることを確認し、許可された金額の商品は購入できるが、商品購入の最
終確認はユーザ２Ａが行うことが記載されているといえる。

（カ）以上のことから、引用例１には、次の発明（以下、「引用発明 」と
いう。）が記載されている。
「決済サービスサーバ５は、決済手段を所有するユーザ２Ａからの要求に基
づいて、登録部５３によりデータベース５１に、ユーザ２Ａのモバイル端末
３Ａの電話番号およびユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂの電話番号を許可ユー
ザデータとして登録し、
　また、データベース５１には、クレジット番号等の決済手段Ｎｏ．、決済
手段所有ユーザの電話番号、上限金額、メールアドレスが対応付けられた決
済手段データが格納され、
　ユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂから決済サービスサーバ５に対して決済手
段１の利用認証の要求を行い、決済サービスサーバ５はアクセスしてきた端
末が登録されているモバイル端末３Ｂであるか認証した後、ユーザ２Ｂの利
用履歴および利用限度額を呼び出し、
　決済サービスサーバ５は、利用履歴および上限金額と選択された商品の金
額を照会し、モバイル端末３Ｂに対して注文確認し、ユーザ２Ｂはこれを確
認した上で注文を要求し、
　その後、決済サービスサーバ５は決済手段１の所有者であるユーザ２Ａの
モバイル端末３Ａに対して決済要求を通知し、モバイル端末３Ａでは、この
通知を確認した上で問題がなければ、注文内容および決済方法に問題がない
ことを示す注文確認を決済サービスサーバ５へ通知し、決済サービスサーバ
５は、決済認証サーバ７に対しユーザ２Ａの所有する決済手段１のオーソリ
を要求し、決済認証サーバ７からオーソリの応答を受けると、モバイル端末
３Ａに対して決済結果を通知する方法であって、
　更に、ユーザ２Ａはユーザ２Ｂの上限金額を設定することが可能であり、
決済サービスサーバは、ユーザ２Ｂの利用金額が上限金額以内であることを
確認し、許可された金額の商品は購入できるが、商品購入の最終確認はユー
ザ２Ａが行うこと。」

（１－３）原査定の拒絶査定に周知例として引用された特開
２００２－１８９９７１号公報（以下、「周知例１」という。）には、図面
とともに、次の事項が記載されている。なお、下線は当審において付与した
ものである。

（ｇ）「【０１３４】流れＦ２９で、図７に示した第２金額上限Ｂ４４の内
容を参照して、クレジットユーザがより高額な買い物をしているかどうかの
チェックを行う。不正利用者は、宝石などの換金しやすい非常に高額な買い
物を行うのが通常であり、この習性に基づいて、本実施形態では５万円以上
の買い物に第１携帯電話が使われた場合、流れＦ３０以降の第２携帯電話を



用いた認証処理を実施する。
【０１３５】流れＦ３０にて、クレジット会社サーバＢ３４で記憶している
第２携帯電話の電話番号Ｂ４７をデータ通信回線網経由で呼び出し、流れ
Ｆ３１で第２携帯電話を保持しているクレジットユーザ以外の承認者が暗証
番号入力処理を行う。この承認者は、クレジットユーザの同居者（たとえ
ば、クレジットユーザが母親とすると承認者は父親）でもよく、また、弁護
士などがサービスの一環として行ってもよい。
【０１３６】本実施形態では、この承認者は第２の携帯電話を使って認証行
為を行うが、他の実施形態として、据え置きタイプの電話機を使用してもよ
く、またネットワーク接続されたパーソナルコンピュータを使用してもよ
い。
【０１３７】流れＦ３２にて、第２携帯電話Ｂ３３で入力した暗証番号と
カード会社サーバＢ３４が記憶している暗証番号Ｂ４８との一致を検出し、
一致していれば認証処理を完了し、流れＦ３３で許可連絡をクレジット会社
サーバＢ３４からＰＯＳシステムＢ３１に対して行う。
【０１３８】不一致ならば、カードの不正利用と判断し、流れＦ３５で異常
連絡を行い、流れＦ３６で、不正利用者取締りのため、ＰＯＳシステムを保
持している会社の警備員室へ連絡する。
【０１３９】流れＦ３３で許可連絡を受けたＰＯＳシステムは、流れＦ３４
で認証処理が完了したことを認識した上で、決済の実行を行う。
【０１４０】以上説明したように、第２の実施形態は、商品の販売を携帯電
話のクレジット番号で行うシステムにおいて、クレジット番号の認証を、ク
レジットユーザが保持している第１携帯電話と承認者による第２携帯電話に
より暗証番号を入力することにより行うため、非常に安全性の高い認証を行
うことを可能とし、携帯電話の紛失、盗難時の不正利用だけでなく、不正組
織での不正クレジット番号登録による組織犯罪をも撲滅可能な認証システム
を実現している。」

（２）対比
　次に、本件補正発明と引用発明とを対比する。

（ア）引用発明の「決済サービスサーバ５」は、本件補正発明の「コン
ピューティングデバイス」に対応している。
　また、引用発明のユーザ２Ａは決済手段を所有するユーザであり、ユーザ
２Ｂは商品の注文を要求するユーザであるから、引用発明の「ユーザ２Ａの
モバイル端末３Ａ」は本件補正発明の「支払者端末」に対応し、「ユーザ
２Ｂのモバイル端末３Ｂ」は本件補正発明の「購入者端末」に対応する。

（イ）引用発明は、「決済認証サーバ７に対しユーザ２Ａの所有する決済手
段１のオーソリを要求し、決済認証サーバ７からオーソリの応答を受ける
と、モバイル端末３Ａに対して決済結果を通知する方法」であるから、「コ
ンピューティングデバイスにおいて決済取引を処理するための方法」である
点で、本件補正発明と共通している。

（ウ）引用発明の「決済サービスサーバ５は、決済手段を所有するユーザ
２Ａからの要求に基づいて、登録部５３によりデータベース５１に、ユーザ
２Ａのモバイル端末３Ａの電話番号およびユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂの
電話番号を許可ユーザデータとして登録し」は、「ユーザ２Ａのモバイル端
末３Ａの電話番号」と「ユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂの電話番号」を関連
付けて登録するものであるから、「購入者端末の識別番号を有する購入者情
報と、支払者端末の識別番号を有する支払者情報とを関連付ける」点で、本
件補正発明と共通している。

（エ）引用発明の「ユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂから決済サービスサーバ
５に対して決済手段１の利用認証の要求を行い、決済サービスサーバ５はア
クセスしてきた端末が登録されているモバイル端末３Ｂであるか認証した
後」は、モバイル端末３Ｂのユーザ２Ｂが、決済手段を利用するために、決
済サービスサーバに対して登録されているモバイル端末３Ｂであるかの認証
の要求を行うものであり、また、「決済手段１の利用認証の要求」には、決
済サービスサーバに登録されているモバイル端末３Ｂを識別可能な情報であ
るモバイル端末３Ｂの電話番号が含まれることは明らかである。



　また、「ユーザ２Ｂはこれを確認した上で注文を要求し」は、その後、決
済サービスサーバはモバイル端末３Ａへ決済要求を送信することから、ユー
ザ２Ｂが決済を要求しているものといえる。
　よって、引用発明の「決済手段１の利用認証の要求」及び「ユーザ２Ｂは
これを確認した上で注文を要求し」の「注文要求」は、本件補正発明の「購
入者情報を含む決済要求」に対応するものであり、引用発明の決済サービス
サーバがこれらの要求を受信することは明らかであるから、引用発明の
「ユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂから決済サービスサーバ５に対して決済手
段１の利用認証の要求を行い」及び「ユーザ２Ｂはこれを確認した上で注文
を要求し」は、「購入者情報を含む決済要求をコンピューティングデバイス
で購入者から受信する」点で、本件補正発明と共通している。

（オ）引用発明の「データベース５１には、クレジット番号等の決済手段
Ｎｏ．、決済手段所有ユーザの電話番号、上限金額、メールアドレスが対応
付けられた決済手段データが格納され」は、「決済手段所有ユーザの電話番
号」と「クレジット番号等の決済手段Ｎｏ．」が「決済手段データ」に含ま
れることを示すものである。
　してみれば、引用発明の「クレジット番号等の決済手段Ｎｏ．」を含んだ
「決済手段データ」は本件補正発明の「支払者のクレジットカード情報を有
する決済情報」に対応しており、更に、「決済手段所有ユーザの電話番号」
が「決済手段データ」に含まれるものであるから、引用発明の「決済手段
データ」は、「支払者情報は支払者のクレジットカード情報を有する決済情
報に含まれて」いる点で、本件補正発明と共通している。

（カ）引用発明の「決済サービスサーバ５はアクセスしてきた端末が登録さ
れているモバイル端末３Ｂであるか認証した後、ユーザ２Ｂの利用履歴およ
び利用限度額を呼び出し、」は、ユーザ２Ｂのモバイル端末３Ｂの電話番号
が許可ユーザデータとして登録されているかを判定することは明らかである
から、「購入者情報に関連付けされた決済情報がコンピューティングデバイ
スに存在するかどうかを判定する」点で、本件補正発明と共通している。

（キ）引用発明の「その後、決済サービスサーバ５は決済手段１の所有者で
あるユーザ２Ａのモバイル端末３Ａに対して決済要求を通知し」は、モバイ
ル端末３Ｂの認証処理の後に、クレジット番号等の決済手段Ｎｏ．が登録さ
れたユーザ２Ａのモバイル端末３Ａに対して、決済の要求を行うのであるか
ら、「前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記コンピューティ
ングデバイスに存在すると判定された後、支払者のクレジットカードを用い
た決済要求に対応する決済取引を承認することを要求するメッセージを、支
払者端末へ送信する」点で、本件補正発明と共通している。

（ク）引用発明の「モバイル端末３Ａでは、この通知を確認した上で問題が
なければ、注文内容および決済方法に問題がないことを示す注文確認を決済
サービスサーバ５へ通知し、決済サービスサーバ５は、決済認証サーバ７に
対しユーザ２Ａの所有する決済手段１のオーソリを要求し、決済認証サーバ
７からオーソリの応答を受けると、モバイル端末３Ａに対して決済結果を通
知する」は、モバイル端末３Ａから「注文確認」を通知したことにより、決
済サービスサーバが決済手段のオーソリを要求するのであるから、決済サー
ビスサーバは、「注文確認」を受信することで、決済取引を承認するための
情報を受信しているものといえる。また、決済サービスサーバは、オーソリ
を要求するために、「決済手段データ」の「クレジット番号等の決済手段
Ｎｏ．」を用いることは自明である。
　よって、引用発明の上記記載は、「前記決済要求に対応する決済取引を承
認するためのメッセージである許可応答を前記支払者端末から受信するこ
と」及び「決済情報を用いて決済取引を実行することでコンピューティング
デバイスで決済取引を処理する」点で、本件補正発明と共通している。

（ケ）以上の（ア）乃至（ク）から、本件補正発明と引用発明 は、次の点
で一致している。
　したがって、本件補正発明と引用発明とは、次の点で一致している。
「コンピューティングデバイスにおいて決済取引を処理するための方法で
あって、



購入者端末の識別番号を有する購入者情報と、支払者端末の識別番号を有す
る支払者情報とを関連付けることと、
前記購入者情報を含む決済要求を前記コンピューティングデバイスで購入者
から受信することと、
前記支払者情報は支払者のクレジットカード情報を有する決済情報に含まれ
ており、前記購入者情報に関連付けされた決済情報がコンピューティングデ
バイスに存在するかどうかを判定することと、
前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記コンピューティングデ
バイスに存在すると判定された後、支払者のクレジットカードを用いた決済
要求に対応する決済取引を承認することを要求するメッセージを、支払者端
末へ送信することと、
前記決済要求に対応する決済取引を承認するためのメッセージである許可応
答を前記支払者端末から受信することと、
前記決済情報を用いて前記決済取引を実行することで前記コンピューティン
グデバイスで前記決済取引を処理することとを含む、方法。」

　また、本件補正発明と引用発明は、次の点で相違している。
［相違点１］
　本件補正発明の「決済取引を承認することを要求する」ための「メッセー
ジ」及び「許可応答」は、「テキストメッセージまたはＳＭＳメッセージ」
であるのに対し、引用発明の「決済要求」及び「注文確認」は、どのような
メッセージであるのか明らかでない点。

［相違点２］
　本件補正発明の「許可応答」は、「決済取引を承認するためのパスワー
ド」を含んでいるのに対し、引用発明の「注文確認」は、そのようになって
いない点。

［相違点３］
　本件補正発明は、「前記支払者端末から許可応答を受信すると、決済要求
が決済条件を満たすかどうかを判定」し、「決済要求が決済条件を満たすと
き」に決済取引を実行するのに対し、引用発明は、そのようになっていない
点。

（３）当審の判断
（３－１）相違点１について
　引用発明のデータベース５１に格納される「決済手段データ」には、モバ
イル端末３Ａと連絡を取ることが可能な情報として「メールアドレス」が登
録されている。そして、電子メールの内容を「テキストメッセージ」として
含ませることは普通に行われていることであるから、引用発明において、決
済サービスサーバがモバイル端末３Ａに対して「決済要求」を通知する際、
「テキストメッセージ」を含んだ電子メールを用いて通知することは、当業
者であれば容易に想到し得たことである。更に、その返信として、「テキス
トメッセージ」を含んだ電子メールを用いて「注文確認」を受け取ること
も、当業者であれば容易に想到し得たことである。
　また、引用発明のデータベース５１に格納される「決済手段データ」に
は、モバイル端末３Ａと連絡を取ることが可能な情報として「電話番号」も
登録されている。そして、「電話番号」を利用した「ＳＭＳメッセージ」を
用いて通知を行うことも普通に行われていることであるから、引用発明にお
いて、決済サービスサーバがモバイル端末３Ａに対して「決済要求」を通知
する際、「ＳＭＳメッセージ」を用いて通知することは、当業者であれば容
易に想到し得たことである。更に、その返信として、その返信として、
「ＳＭＳメッセージ」を用いて「注文確認」を受け取ることも当業者であれ
ば容易に想到し得たことである。

（３－２）相違点２について
　例えば周知例１に、第１携帯電話を用いて買い物が行われた際に、クレ
ジット会社サーバから第２携帯電話の電話番号を呼び出して、第２携帯電話
を保持している承認者に暗証番号を入力させ、入力された暗証番号がクレ
ジット会社サーバで記憶されている暗証番号と一致していればＰＯＳシステ



ムでの決済を行わせることが記載されているように、携帯端末を用いた買い
物における決済の承認を別の端末から行う際に、別の端末から入力された暗
証情報を認証して決済を許可することは、決済システムに関する技術分野に
おける周知技術である。
　そして、暗証情報としてパスワードを利用することは普通に行われている
ことであるから、引用発明において周知技術を採用し、ユーザ２Ａが注文内
容および決済方法を確認した際に、パスワードを含む「注文確認」をモバイ
ル端末３Ｂから決済サービスサーバへ通知する構成とすることは、当業者で
あれば容易に想到し得たことである。

（３－３）相違点３について
　引用発明は、「ユーザ２Ａはユーザ２Ｂの上限金額を設定することが可能
であり、決済サービスサーバは、ユーザ２Ｂの利用金額が上限金額以内であ
ることを確認し、許可された金額の商品は購入できるが、商品購入の最終確
認はユーザ２Ａが行う」ものであり、ユーザ２Ｂが許可された金額の商品だ
け購入できるようにするために、決済サービスサーバにおいて、利用金額が
上限金額以内であるか否かの確認を行うものである。
　そして、許可された金額の商品だけ購入できるようにするためには、利用
金額の確認を、決済取引が処理されるオーソリの要求前までのいずれかのタ
イミングにおいて適宜行えればよいものであるから、モバイル端末３Ａから
注文確認した通知を受けた後に、利用金額が上限金額以内であるか否かを判
定し、上限金額以内である場合にオーソリを要求する構成とすることは、当
業者であれば適宜実施し得る程度の設計的事項である。

（３－４）そして、これらの相違点を総合的に勘案しても、本件補正発明の
奏する作用効果は、引用発明の作用効果から予測される範囲内のものにすぎ
ず、格別顕著なものということはできない。

（４）まとめ
　以上のとおりであるから、本願補正発明は、引用発明及び周知技術に基づ
いて当業者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法第２９
条第２項の規定により特許出願の際独立して特許を受けることができないも
のである。
　よって、本件補正は、特許法第１７条の２第６項において準用する同法第
１２６条第７項の規定に違反するので、同法第１５９条第１項で読み替えて
準用する同法第５３条第１項の規定により却下すべきものである。

第３．本願発明について
１．本願の請求項に係る発明について
　平成２６年１２月９日付けの手続補正は上記のとおり却下されたので、本
願の請求項１に係る発明（以下、「本願発明」という。）は、平成２６年３
月２８日付け手続補正書により補正された特許請求の範囲の請求項１に記載
された事項により特定される、以下のとおりのものである。
「【請求項１】
コンピューティングデバイスにおいて決済取引を処理するための方法であっ
て、
購入者端末の識別番号を有する購入者情報と、支払者端末の識別番号を有す
る支払者情報とを関連付けることと、
前記購入者情報を含む決済要求を前記コンピューティングデバイスで購入者
から受信することと、
前記支払者情報は支払者の決済口座情報又はクレジットカード情報を有する
決済情報に含まれており、前記購入者情報に関連付けされた決済情報が前記
コンピューティングデバイスに存在するかどうかを判定することと、
前記購入者情報に関連付けされた前記決済情報が前記コンピューティングデ
バイスに存在すると判定された後、支払者の決済口座又はクレジットカード
を用いた決済要求に対応する決済取引を承認することを要求するメッセージ
を、支払者端末へ送信することと、
前記決済要求に対応する決済取引を承認するためのパスワードを含む許可応
答を前記支払者端末から受信することと、
前記支払者端末から許可応答を受信すると、前記決済要求が決済条件を満た



すかどうかを判定することと、
前記決済要求が前記決済条件を満たすときに、前記決済情報を用いて前記決
済取引を実行することで前記コンピューティングデバイスで前記決済取引を
処理することとを含む、方法。」

２．引用例
　原査定の拒絶の理由に引用された引用例及びその記載事項は、前記「３．
独立特許要件について」の「（１）引用例」に記載したとおりである。　

３．対比・判断
　本願発明は、前記「３．独立特許要件について」で検討した本件補正発明
から「決済取引を承認することを要求するメッセージ」が「テキストメッ
セージまたはＳＭＳメッセージ」であるとの構成、及び、「決済取引を承認
するためのパスワードを含む許可応答」が「テキストメッセージまたは
ＳＭＳメッセージ」であるとの構成を省いたものである。
　そうすると、本願発明の構成要件を全て含み、さらに他の構成要件を付加
したものに相当する本件補正発明が、前記「３．独立特許要件について」の
「（３）当審の判断」に記載したとおり、引用発明及び周知技術に基づい
て、当業者が容易に発明をすることができたものであるから、本願発明も、
同様の理由により、引用発明及び周知技術に基づいて、当業者が容易に発明
をすることができたものである。
　そして、本願発明の作用効果も、引用発明及び周知技術の作用効果から予
測される範囲内のものにすぎず、格別顕著なものということはできない。

４．まとめ
　したがって、本願発明は、引用発明及び周知技術に基づいて、当業者が容
易に発明をすることができたものであり、特許法第２９条第２項の規定によ
り特許を受けることができないものである。

第４．むすび
　以上のとおり、本願発明は、引用発明及び周知技術に基づいて、当業者が
容易に発明をすることができたものであり、特許法第２９条第２項の規定に
より特許を受けることができないものであるから、その余の請求項について
検討するまでもなく、本願は拒絶すべきものである。

　よって、結論のとおり審決する。

平成２７年１２月２２日

　　審判長　　特許庁審判官 金子 幸一
特許庁審判官 緑川 隆
特許庁審判官 石川 正二

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を
被告として、提起することができます。
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出訴期間として９０日を附加する。
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